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《 要 旨 》 

日本では働き方改革関連法により、2019 年 4 月から時間外労働の上限規制が導入され

てきたが、社会インフラとしての側面等の実情を踏まえて建設業等の一部業職種について

はその導入が一時的に猶予されていた。その猶予は 2024 年 4 月に終了し、同業職種にも

規制が導入された。本研究では、猶予業職種である建設業、および運転業務従事者の働き

方やウェルビーイングに 2024 年の規制の導入が与えた影響を検証した。労働政策研究・

研修機構の実施した「仕事と生活、健康に関する調査」(JILLS-i)の第 1～6 期目までの個

人パネル調査のデータを用いて差の差分析(DID)により分析した。猶予業職種の中で規制

の導入前に規制水準を超える長時間労働をしていた労働者を処置群、その他の労働者を統

制群とした。分析の結果、時間外労働の上限導入は、労働時間を減少させる効果を持ち、

主観的な仕事の満足度を向上させる効果を持つ可能性が示された。しかし、仕事の要求度

(量・質)、夜勤等の勤務形態、健康やその他のウェルビーイング項目に対する効果は確認

されなかった。また、規制の導入は、実労働時間が希望就労時間に比べて長かったという

乖離を縮小させた可能性が示された。なお、以上に示した効果は、労働時間に関する効果

を除くとフルタイム労働者においては限定的であった。 

 

(備考)本論文は、執筆者個人の責任で発表するものであり、独立行政法人 労働政策研究・研修機構とし

ての見解を示すものではない。本論文におけるデータの利用は、独立行政法人 労働政策研究・研

修機構の第５期プロジェクト研究サブテーマ「経済社会の変化と労働者の生活、健康、ウェルビ

ーイングに関する研究」への参加によって認められている。 
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1 はじめに 

労働時間の長さが労働者の健康や生活の質に与える影響は、学術的にも政策的にも大きな関心

の対象である。特に日本では、“karoshi”という単語が英語になる等、長時間労働が長らく深刻な

社会問題として指摘されてきた。日本では、1987 年の労働基準法改正により標準労働時間(所定

内労働時間、法定労働時間)の削減(48→40 時間)等の対策は打ち出されてきた。しかし、時間外

労働の上限規制は長らく導入が進まなかった。長時間労働の抑制に伴う労働者の健康確保、仕事と

生活の調和、多様な人材の活躍、生産性向上等、様々な社会的要請のもと 2018 年に成立した「働

き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律」(以下、働き方改革)により、時間外労働

に対して初めて法律の定める罰則付きの上限規制が段階的に導入された(働き方改革実現会議 

2017；厚生労働省 他. 2021; 佐藤 他. 2020)。 

この規制の重要な特徴は、2018 年の制度導入時点では時間外労働の上限規制が全労働者に一律

には適用されなかったことである。物流、建設、医療といった社会インフラ分野や極端な繁忙期を

持つ砂糖製造事業では直ちに規制を適用することが困難と判断され、最大 5 年間の適用猶予が設

けられた。その後、2024 年 4 月にこの適用猶予が終了し、これらの猶予業職種にも上限規制が

導入された。いわゆる「2024 年問題」として社会的関心を集めたこの制度変更は、導入のされ方

も分野により一部の違いはあるものの、社会インフラ業職種等における労働時間管理のあり方や

個人の働き方を大きく転換させる契機となった。 

本研究の目的は、猶予業職種への 2024 年の上限規制の適用が、当該業職種で働き続ける労働

者の労働時間を含む働き方、およびその先にある健康や主観的ウェルビーイング等に、どのような

影響を与えたのかを実証的に検証することである。本研究では、猶予業職種のうち建設業と自動車

運転従事者を分析の対象とした。2019 年と 2024 年の上限規制のいずれについても政府として

明確な数値目標を掲げているわけではないが、行政文書からは、規制の導入が長時間労働の是正を

通じて最終的には労働者の健康確保やウェルビーイング1を向上させることが期待されていたこと

が伺える(厚生労働省 他. 2021)。本研究は、こうした政策的意図が労働者の視点から実現したの

かを、差の差分析(DID: Difference‑in‑differences)によって検証する。データには、労働政策

研究・研修機構がアンケート調査会社に登録される個人に対して半年ごとに追跡的に実施したパ

ネル調査である「仕事と生活、健康に関する調査」(JILLS-i)を用いた。本研究では、第 1 回調査

の 2023 年 1 月から 2025 年 7 月までの計 6 期分の調査を利用しており、2024 年の政策変更前

後にそれぞれ 3 期ずつの観測時点が得られる。処置群は、規制導入前の週平均労働時間が 2024

年 4 月から導入された上限時間を超えていた労働者で構成される。アウトカム変数には、労働時

間、仕事の要求度、健康と主観的ウェルビーイング、夜勤と不規則勤務、希望労働時間と実労働時

間との乖離状況を用いた。 

本研究では主に以下の 5 点の知見が得られた。第 1 に、処置群の平均労働時間の減少が確認さ

 
1 資料ではワーク・ライフ・バランスが押し出されているが、その改善の結果としてウェルビーイングの向上が起

きると考えて、現在の記載とした。 
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れたとともに、週 60 時間以上という極端な長時間労働者の比率の減少が確認された。第 2 に、

労働時間が減少しても、仕事の要求度の増加は量的にも質的にも確認されなかった。第 3 に、仕

事の満足度に対しては正の効果が存在する可能性が示唆されたものの、健康とウェルビーイング

に関する多くの項目には有意な効果が確認されなかった。第 4 に、深夜勤務や不規則勤務に対す

る明確な改善効果は確認されなかった。第 5 に、希望労働時間と実労働時間との乖離について、

希望よりも働きすぎていた個人の働き方を概ね適正化するほか、一部で過少労働状態を増やすよ

うな作用が確認された。なお、以上に示したこれらの 5 つの効果は、第 1 の労働時間に関する結

果を除くとフルタイム労働者においては限定的であった。これらの結果をまとめて、時間外労働の

上限規制の導入から約 1 年後までの短期的な効果を考察すると、猶予業職種である建設業と自動

車運転従事者への労働時間の上限規制は主たる政策目的である長時間労働の是正には繋がったが、

健康やウェルビーイングといった長時間労働の是正の先に期待されるアウトカムへの影響は限定

的であったことが示唆された。 

本研究は、次の 2 つの点から既存研究に貢献する。第 1 に、労働時間と健康、ウェルビーイン

グに関する研究に貢献する。これまでの研究により、標準労働時間の引き下げは、健康状態(運動

の促進、喫煙習慣、BMI、主観的・客観的健康状態)を改善させることが、韓国(Ahn 2016)、フ

ランス(Berniell and Bietenbeck 2020)、ドイツ(Cygan-Rehm and Wunder 2018)で示さ

れた。また、仕事中の負傷確率を低下させたことが韓国で示され(Lee and Lee 2016)、スウェ

ーデンでは、1920 年代において労働時間規制が死亡率の低下に繋がっていたことが示された

(Prodromidis et al. 2025)。さらに、ポルトガルとフランスでは仕事満足度と余暇満足度の向

上が示された(Lepinteur 2019)。このように、労働時間の引き下げ介入は健康状態、ひいてはウ

ェルビーイングを改善させるという結果が多く報告されている。一方で、標準労働時間の引き下げ

が健康状態を悪化させることが中国で示された(Hu et al. 2024)。また、フランスの若年労働者

において健康に対する影響の方向は男女で異なり、若年女性には正の効果が示されたが、若年男性

には負の効果が示された(Sánchez 2017)。ポルトガルでは、健康アウトカムへの影響が確認さ

れないことが示された(Sánchez 2017)。また、企業レベルのデータから、ポルトガルにおいて

月給の維持が義務付けられたことで時給コストが上昇し、企業の新規採用の抑制と売上の低下が

示されたものの、時間当たりの生産性の大幅な増加が確認されていることから、単位時間当たりの

労働密度が上昇した可能性が提示された(Asai et al. 2024)。他方で、日本の労働者データから

は、2019 年の時間外労働の上限規制によって労働時間が削減されたものの、それによる労働密度

の上昇は必ずしも起きていないことが確認された(Kawaguchi and Ogawa 2026)。このよう

に、実証的には労働者目線で見た健康やウェルビーイングに対する正の効果を示す結果が多数派

ではあるものの、必ずしもそうではない結果も示されている。したがって、法規制の健康やウェル

ビーイングへの影響に関して更なるエビデンスの蓄積が必要と考えられることから、本研究はこ

の議論に対して寄与する。 

第 2 に、日本の労働時間に関する規制の政策評価に貢献する。日本ではこれまでに長時間労働
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を抑制することを意図して、「標準労働時間の引き下げ」、「時間外労働の割増賃金率の引き上げ」、

そして本研究の分析対象となる「時間外労働の上限規制」が行われた。これら 3 つの政策のうち、

労働時間を抑制する効果が最も大きいと理論的に予想されるのは、「時間外労働の上限規制」であ

った(山本 2019)。まず、1988 年から 1997 年にかけて「標準労働時間の引き下げ」(48→40 時

間)が実施された。同規制は労働時間の減少に繋がったが、その効果は引き下げ幅に対して小さか

ったことが示された(Kawaguchi et al. 2008)。一方で、女性の生活満足度の向上に寄与したこ

とも示された(Hamermesh et al. 2017)。次に、2010 年に 60 時間を超える長時間の時間外労

働に対して「時間外労働の割増賃金率の引き上げ」(1.25→1.50 倍以上)が実施された。同法改正

の効果として、平均労働時間への影響は限定的であったが(Asai 2014; 平河・臼井 2024; 深堀・

萩原 2014)、元々長時間労働をしていた労働者の労働時間や長時間の時間外労働者比率を引き下

げる効果が示された(平河・臼井 2024, 深堀・萩原 2014)。他方、平均労働時間の削減効果が存

在することを示し、それを通じて特に若年者の健康改善に寄与した可能性があることを示した研

究も存在する(Kohara and Noda 2023)。そして、働き方改革関連法の一環として 2019 年に

大企業、2020 年に中小企業に「時間外労働の上限規制」(原則月 45 時間、年間 360 時間の上限)

が導入された。同規制は、平均労働時間や長時間労働者比率を減少させたことが確認されている

(戸田 2023; Burdin et al. 2024; Kawaguchi and Ogawa 2026)。一方で、賃金や所得への

影響については、残業代の低下に伴い総収入が減少したとする報告(Burdin et al. 2024)と、総

収入に有意な変化はなく時間当たり賃金が上昇したとする報告(Kawaguchi and Ogawa 

2026)があり、一貫した結果は得られていない。また、個人の主観的な健康状態の向上が報告さ

れたが、満足度や幸福度の向上には繋がらないか(Kawaguchi and Ogawa 2026)、そのような

主観的なウェルビーイングへの効果は女性にのみ存在する可能性が示唆されている(Burdin et al. 

2024)。男女の異質性の理由として、Burdin et al. (2024)は、男性において、時間外労働の規

制により支払いのある時間外労働から支払いの無いいわゆるサービス残業への代替が発生した可

能性を指摘している。また、本研究と同様に働き方改革時に猶予されていた業職種の一つであるト

ラックドライバーに着目し、事業所で利用されていた運行記録アプリの情報を分析した研究によ

ると、2024 年の上限規制導入の 1 年前の時点で労働時間の減少が確認されたことから、2024 年

の規制導入を機に事業所が労働者の労働時間を調整したわけではなく、猶予期間に労働時間の調

整を徐々に進めてきた可能性があったことが示唆された(今井 他. 2026)。このように、日本で実

施されてきた 3 種の労働時間の抑制を目指した制度の効果検証は蓄積が進んでいるものの、「時間

外労働の上限規制」は近年の導入であり、特に適用の猶予された業職種にどのような効果があった

かは十分には明らかになっていない。この規制の効果についての知見を提供するという点から、本

研究は既存研究に寄与する。 

本研究は既存研究と比較すると次の 4 つの点が特徴的である。第 1 に、本研究は、研究の蓄積

の進みつつある 2019 年時点の時間外労働の上限規制の導入ではなく、2024 年時点に導入され

た社会インフラ業職種に対する時間外労働の上限規制を研究対象としている点が挙げられる。時
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間外労働の上限規制は業職種間で異なる影響を持つ可能性があることや、導入される制度の内容

も業職種間で一部異なることから、2024 年まで導入が猶予されていた業職種については 2019 年

時点の導入の評価とは別途の効果の検討が必要であると考えられる。第 2 に、本研究で用いるデ

ータの期間は 2023 年 1 月から 2025 年 7 月であり、COVID-19(新型コロナウイルス感染症)収

束期をカバーしていることから、COVID-19(2019 年 12 月～2023 年 5 月)由来の交絡問題を避

けたうえで効果の識別することができる点が挙げられる2。2019 年の上限規制を対象とする場合

には効果を識別する際に直後に発生する COVID-19 の影響を制御することが難しいが、2024 年

の政策変更に注目することにはこの交絡の影響を軽減できるという利点があると考えられる。第 3

に、制度変更が労働時間に与える影響だけでなく、仕事の要求度、深夜勤務や不規則勤務、希望労

働時間と実労働時間との乖離といったより広義な働き方への影響を確認していることが挙げられ

る。長時間労働が是正されても仕事量が変わらずに仕事の要求度が増加している可能性や、深夜・

不規則勤務といった働き方や希望労働時間からの乖離の改善に上限規制が繋がった可能性が考え

られる。これらの広義の意味での働き方は、健康や主観的なウェルビーイングと関連することが知

られていることから3、上限規制がもたらす労働時間以外の側面への影響を確認することは重要で

あると考えられる。第 4 に、健康アウトカムとして身体症状の負担感を示す SSS8(Somatic 

Symptom Scale‒8)と、抑うつ・不安傾向を測定するＫ6(Kessler psychological distress)

という、心理学的に妥当性の検証がなされ、世界中で広く使われる尺度値を用いている点が挙げら

れる(Gierk et al. 2014; 松平 他. 2016; Kessler et al. 2002; Furukawa et al. 2008; 

Sakurai et al. 2011)。アンケート調査の回答は回答者の主観に立脚するが、これらの尺度値は

回答者の主観的評価の中でも客観的測定や診断結果等との関連が担保されており、効果評価に用

いるアウトカムとしての価値が高いと考えられる。 

本研究の構成は以下の通りである。次節では、行政資料等から制度の目的や背景や詳細について

述べる。第 3 節では、本研究で用いるデータの概要や各変数の定義を説明する。第 4 節では、上

限規制の効果を検証する分析方法、および処置群と統制群の定義について述べる。第 5 節では、

まずは、規制導入前後の労働時間の推移等を記述的に概観する。そして、上限規制の導入が労働時

間、健康と主観的ウェルビーイング、夜勤と不規則勤務、希望労働時間と実労働時間との乖離に与

えた影響を DID により推定した結果を示す。第 6 節では、結論を述べる。 

 
2 なお、2023 年 4 月に中小企業に対して月 60 時間以上の時間外労働に対しての割増賃金率の引き上げ

(1.25→1.50 倍以上)が実施されており、この交絡の影響は残る。また、新型コロナウイルス感染症の 5 類移行は

2023 年 5 月のため、データ期間の第一期の 2023 年 1 月は感染症の影響を受けている可能性がある。 
3 産業衛生分野における Job Demand and Control モデルで示唆されるように、仕事の要求度の高さは健康に

悪影響を与える可能性が示唆されている(Karasek 1979)。また、シフト勤務や深夜・不規則勤務は、不規則で短

い睡眠に繋がり、健康への悪影響を与える可能性が指摘されている(Huang et al. 2020; Kecklund and 

Axelsson. 2016; Ma et al. 2024; Sato et al. 2020; Wagstaff and Sigstad. 2011; Windred et al. 

2024)。就労時間の希望と現状の乖離について、イギリスにおいて不況期に若年層や資格のない人々の間で希望

労働時間よりも過少の労働供給となっている個人が増えたこと(Bell and Blanchflower. 2013)、過剰労働と過

少労働のいずれも主観的幸福度の低下と関連していること(Angrave and Charlwood. 2015)、ドイツとオース

トラリアにおいて過剰労働の発生者はメンタルヘルスが不良であること(Otterbach et al. 2021)が報告されて

いる。 
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2 制度的背景 

日本における長時間労働の背景として、労働時間に関する法制度の構造的特徴が指摘されてき

た。労働基準法では、標準労働時間は「1 日 8 時間・1 週 40 時間」と定められているが、同法第

36 条に基づく労使協定(いわゆる 36 協定)を締結・届出することにより標準定労働時間を超える

時間外労働が可能とされてきた。働き方改革関連法が成立する以前には、36 協定で定める時間外

労働の延長時間に罰則付きの法的上限が存在しなかった。1998 年には、時間外労働の延長時間に

ついて「労働時間の延長の限度等に関する基準(限度基準告示)」が定められたものの、これは行政

指導にとどまり、法的拘束力を持たなかった。すなわち、後述する働き方改革関連法の成立以前に

おいては、36 協定で定める時間外労働の延長時間に罰則付きの法的上限が存在しなかった。日本

の労働時間規制は、先進国の中でも規制の実効性が弱く、長時間労働の温床となっていた可能性が

指摘されている(佐藤・松浦・高見, 2020)。 

こうした状況を受け、2018 年に成立した働き方改革関連法は、時間外労働に対して初めて罰則

付きの上限規制を導入した。具体的には、時間外労働(休日労働を含まない)の上限は原則として月

45 時間かつ年 360 時間とされた。特別条項に基づき臨時的な特別の事情がある場合は上限の延

長は可能であるものの、年 720 時間以内、時間外労働と休日労働の合計で単月 100 時間未満、複

数月平均 80 時間以内、月 45 時間以上の時間外労働を実施できる月は年で 6 度までとする法定

上限が設定され、2019 年より大企業、2020 年より中小企業にも導入がなされた(厚生労働省 他. 

2021)。違反した場合、6 か月以下の懲役または 30 万円以下の罰金を含む刑事罰が科される。 

制度導入にあたっては、業務の特性や取引慣行などから、直ちに規制を適用することが困難と判

断された事業・業務について、一定期間の適用猶予が設けられた。具体的には、①工作物の建設の

事業(建設業)、②自動車運転の業務、③医業に従事する医師、④鹿児島県および沖縄県における砂

糖製造業がこれに該当する。2024 年 4 月より上限規制の適用猶予が終了し、新たな規制体系の

もとで労働時間管理が行われることとなった。ただし、その規制内容は一律ではなかった。本研究

はサンプル数の制約等から建設業および自動車運転業務従事者を分析対象としており、分析対象

の 2 業職種について詳細の描写をする。建設業については、原則として上述の先行導入がなされ

た一般の上限規制が適用されたが、災害時の復旧・復興事業の際には単月 100 時間未満および複

数月平均 80 時間以内といった特別条項の規制の適用除外という形で上限規制の導入がなされた。

自動車運転業務従事者についても原則として一般の上限規制が適用されたが、特別条項の条件が

一般よりも緩和されての導入がなされた。具体的には、時間外労働の上限が年 960 時間とされる

のみであり、労働者に適用される単月や複数月ベースの上限規制や、単月 45 時間以上を 6 か月

までとする規制は適用されない形での導入であった4。 

 
4 なお、医師の働き方については、救急対応や重症患者の受け入れ状況等を加味して医療機関勤務環境評価センタ

ーに病院がタイプ分けされ、A 水準の病院で年間 960 時間、B-C 水準の病院では年間 1860 時間の時間外労働

(休日労働を含む)が許容される形式での導入となった。特例水準の指定を受けた機関に所属する全医師が対象で

はなく、地域医療確保のためや研修医等の集中的に技能習得の必要性が認められた該当業務に従事する医師のみ

が対象となった。製糖工場については、非猶予業職種と同じ基準の適用となった。 
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2019 年の上限規制と 2024 年までの期間において、日本の労働現場は 2 つの大きな変動を経

験した。まず、COVID-19(2019 年 12 月～2023 年 5 月)の問題である。多くの企業でリモート

ワークが広まりを見せる等、働き方に大きな変化があった。次に、大企業にのみ先行導入されたも

のの中小企業においては猶予の続いていた月 60 時間以上の時間外労働の割増賃金率の引き上げ

(1.25→1.50 倍以上)が 2023 年 4 月より行われた。本研究の対象とする建設業や自動車運送事

業は、前者の COVID-19 による働き方への影響はその他の業職種と比較すると、相対的に小さい

可能性が考えられる。ただし、後者に関しては、長時間労働者の割合が高い業職種であることから

影響が大きかった可能性は考えられる。このように、時間外労働以外についても働き方や制度的枠

組みの一部が変化しており、現場の働き方や労務管理に多面的な影響を与えた可能性が考えられ

る。上限規制の導入は、労働時間削減や健康確保の進展が行政的には期待されたが、事業者サイド

においてはいわゆる「2024 年問題」として人手不足やサービスの提供制約といった副作用をどの

ように解消するかにスポットライトが当たっていた(首藤, 2024; 前浦, 2025)。サービス供給の

側面も重要な観点ではあるものの、本研究は、猶予業職種で働く労働者の働き方と健康とウェルビ

ーイングに主なスポットライトを当てて、時間外労働の上限規制が社会インフラ業職種である建

設業・運転業務従事者に対して与えた影響の検討を行った。 

 

3 データ 

本研究では、労働政策研究・研修機構がアンケート調査会社に登録される個人に対して実施した

「仕事と生活、健康に関する調査」(JILLS-i)5の第 1-6 回調査のデータを分析に用いた。同調査

は半年ごとの追跡調査(パネル調査)であり、第 1 回調査は 2023 年 1 月に、第 6 回調査は 2025

年 7 月に実施された。第 1 回調査時に、令和 2 年国勢調査(総務省)に基づいて 35 歳から 54 歳

の中年期の人口構造を代表するよう、性別・年齢階層・就業形態・居住地域・学歴の構成比に基づ

いてサンプルを割り付け、全業職種合計 2 万名の回答を得た。その後、脱落の有無にかかわらず

第 1 回調査の回答者 2 万名への調査が繰り返し実施され、第 6 回の有効回答者数は途中で脱落し

た回答者の復活ありで 12,163 名(60.8%)6であった。本研究の分析対象である猶予業職種の建設

業、および自動車運転従事者は、本調査項目に含まれる業種大分類と職種小分類の情報により判別

できる。また、調査名の通り、労働時間を含む仕事に関する情報に加え、本研究で注目する生活や

健康に関する情報が得られる。本研究で用いる第 1-6 回調査は、2024 年の上限規制の事前期

(Wave1,2,3)と事後期(Wave4,5,6)を各 3 期ずつカバーしている。本研究は、労働政策研究・研

修機構研究倫理審査委員会において研究倫理審査を受け、承認を得ている（「仕事と生活、健康に

関する調査」による研究（令和 8 年度実施分）、通知番号 R8-03 号、令和 8 年 4 月 1 日）7。 

 
5 JILLS-i の調査概要については労働政策研究・研修機構(2023, 2025)を参照のこと。 
6 全期間に調査回答をした完全追跡者は、9,943 名(49.7%)であった。 
7 本研究で用いた JILLS-i の第 1 回調査は調査倫理審査（承認番号 No.R4-01、令和 4 年 11 月 29 日承認）を

受けて実施し、第 2 回以降のパネル調査及びパネルデータを用いた関連研究については、各年度の研究倫理審査

委員会の承認を得て実施している。 
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分析の際、次の 2 基準によりサンプルを制限した。第 1 に、調査回答時の産業が建設業であっ

た回答者、または職種が自動車運転業務従事者8であった回答者にサンプルを制限した9。先述の通

り、本研究の分析対象は、猶予業職種に従事する労働者のうち建設業および自動車運転業務従事者

である。第 2 に、パネル特性を活かすために、規制の事前期(Wave1,2,3)に分析対象の猶予業職

種に従事していた労働者のうち、規制の事後期(Wave4,5,6)にも 1 度以上同じ猶予業職種に従事

していた労働者にサンプルを制限した。すなわち、本研究では規制が導入された業職種で働き続け

る労働者がどのような影響を受けたのかに焦点を当てる。時間外労働の上限規制により収入が十

分でなくなったために他業職種に転職をする、といった規制の影響も考えられるが、その点は本研

究の対象外とした。本調査には復活回答者が含まれるという特徴を踏まえ、アンバランス・パネル

データを作成し、分析に利用した。 

次に、分析においてアウトカムとして採用した変数について説明する。まず、(A)自己申告ベー

スの週の実労働時間に関する変数群をアウトカムとした。法規制が順守され、目的通りに労働時間

が減少したのかを確認する。次に、(B)職業性ストレスの仕事の要求度に関する変数群をアウトカ

ムとした。仮に労働時間への減少効果が存在した場合でも、こなすべき仕事の量は変わらずに単位

時間当たりの労働密度が濃くなる可能性が指摘されていることから(Asai, 2024)、労働者の主観

的評価としてこのような影響が存在するのかを検討する。次に、(C)健康状態と(D)主観的なウェ

ルビーイングに関する変数群をアウトカムとした。政策目標として、規制による時間外労働の削減

を通じて改善することが期待されているアウトカム群に対する影響を検討する。次に、(E)夜勤お

よび不規則勤務に関する変数群をアウトカムとした。時間外労働の上限規制が労働時間以外の働

き方の側面である夜勤の実施状況や不規則勤務の状況の改善に寄与したのかを検討する。最後に、

(F)希望労働時間と実労働時間との乖離に関する変数群をアウトカムとした。時間外労働の上限規

制は、希望する労働時間よりも長く働いていた労働者の比率を下げ、希望時間通りの働き方に移行

させた可能性が考えられる。一方で、長時間の残業が生活を支えているような状況がある場合、希

望する労働時間より過少に働いている労働者の比率を上昇させた可能性も考えられる。このよう

に、規制が労働時間の希望と現実の乖離に与えた影響を検討する10。以上のように、本研究では労

働時間や仕事の要求度から、健康状態に至るまで、上限規制が猶予業職種で働き続ける労働者に与

えた影響を網羅的に検討した。 

アウトカム変数の詳細を説明する。(A)労働時間に関する変数群として、5 時間刻み 14 区分の

選択肢(0 時間、0 時間超-5 時間未満、…、55 時間以上-60 時間未満、60 時間以上)の中央値で

 
8 自動車運転業務従事者として採用した職種の小分類の詳細と全調査合計のサンプル数は Appendix 表 A.1 の

通りである。 
9 医師と製糖従事者も猶予業職種に該当するが、医師は web モニター調査への参加登録が少ない職種であり今回

のデータでも Wave1 で 33 名の回答者と少ないため、また、製糖従事者は職種の 3 桁の小分類までのみでは該当

者が判別できないため、解析対象から除いた。 
10 厚生労働省(2026)は働き方改革関連法施行後 5 年の総点検の一環として希望の労働時間との現状の乖離状況

を調査し、結果を示していた。 
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連続値化した週労働時間11、週 60 時間以上の労働者を示すダミー変数を用いた。(B)仕事の要求

度に関する変数群として、日本のストレスチェック制度で標準的に利用される 3 項目の仕事の量

的・質的な要求度に関する質問(例: 非常にたくさんの仕事をしなければならない)を 4 区分の選

択肢(そうだ、まあそうだ、ややちがう、ちがう)で尋ねている３つの調査項目をもとに、ストレス

チェックの利用方法と同じく各項目の得点(1-4点)の合計値(3-12点)を用いた(Karasek. 1979, 

Shimomitsu et al. 1999, Inoue et al. 2014)。なお、得点が高いほど仕事の要求度が低いこと

を示す。(C)健康に関する変数群のうち、メンタルヘルスを示す変数として Kessler et al. 

(2002)が開発した抑うつ・不安傾向を測定する「K6」の尺度の合計得点(0-24 点)を用いた

(Furukawa et al. 2008)。身体の健康を示す変数として、Gierk et al. (2014)の開発した身体

的な自覚症状の有無・頻度を評価する「Somatic Symptom Scale-8 (SSS-8)」の尺度の合計

得点(0-32 点)を用いた(松平 他. 2016)。これらの変数は、得点が高いほど、健康状況が悪いこ

とを示す。(D)主観的なウェルビーイングに関する変数群として、0 から 10 の 11 段階で評価され

た主観的な幸福度、生活の満足度、仕事の満足度、および職場でいきいきと働くことができている

かを示すユトレヒトワークエンゲイジメントの 3 項目版の心理尺度の平均スコア値(0-6 点)を用

いた(Schaufeli et al. 2019, Shimazu et al. 2008)。これらは、スコア値が高いほどウェルビ

ーイングが良好な状態を示す。(E)夜勤および不規則勤務に関する変数群のうち、深夜勤務状況と

しては、22-5 時の深夜時間帯の勤務の実施頻度を 4 区分の選択肢(よくあった、時々あった、ほ

とんどなかった、全くなかった)で尋ねた調査項目を用いた。不規則勤務の状況としては、そのよ

うな状況を尋ねた 5 つの質問(例: 仕事で突然出勤を求められることがある)について、「あてはま

る」を 1、「あてはまらない」を 0 としたときの得点の合計値を用いた12。これらの変数は、値が

高いほど深夜勤務の頻度が高い、あるいは勤務が不規則な状況を示す。 

分析において、一部でサブサンプル分けを行った。時間外労働の上限規制の影響は、フルタイム

相当か否か、また正社員労働者か否かで異なる可能性が考えられる。そこで、本研究では全サンプ

ルに加えて、正社員サブサンプル、全調査期間で労働時間 30 時間以上サブサンプルの 3 種のサ

ンプルを主たる分析に利用した。 

 

4 分析方法 

本研究では、Burdin et al. (2025)の識別戦略に倣い、時間外労働の上限規制の影響の受けや

すさが個人間で異なることを利用して、規制の効果を識別することを試みた。すなわち、上限規制

の事前期の労働時間を規制導入後も続けた場合に、規制に従って労働時間を減らす必要性の生じ

る労働者を上限規制の処置群であると考えた。具体的には、上限規制の導入前の Wave1,2,3 にお

 
11 週に 0 時間には 0、週に 60 時間以上の回答には 62.5 を割り当てた。 
12 5 項目は、「仕事で突然出勤を求められることがある」、「仕事・シフトを突然キャンセルされることがある」、

「シフトが直前まで決まらない」、「自分や家庭の都合で休暇を取得しやすい」、「日によってシフトの時間帯が大き

く異なる」である。なお、「自分や家庭の都合で休暇を取得しやすい」については、「当てはまる」を 0、「当ては

まらない」を 1 のように反転させて計算した。 
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いて、労働時間が建設業で週当たり 50 時間以上(月 40 時間以上相当の時間外労働)、また自動車

運転業務従事者で週当たり 60 時間以上(月 80 時間以上相当の時間外労働)であったと 1 度以上回

答した労働者を処置群と定義した13。統制群は、規制の導入前に労働時間が一度も規制上限を超え

なかった労働者であると定義した。そして、以下の差の差(DID: difference-in-differences)分

析により処置群における平均処置効果(ATT: average treatment effect on the treated)を

推定した。 

𝑌𝑖𝑡 = 𝜇𝑖 + 𝛿𝑡 + 𝛼𝑃𝑜𝑠𝑡𝑡 × 𝐻𝑖𝑔ℎ𝑂𝑣𝑒𝑟𝑡𝑖𝑚𝑒𝑖 + 𝜖𝑖𝑡  [1] 

 

サブスクリプト i は回答者個人を示し、t は調査 Wave を示す。変数 Y は第 3 節で示したアウト

カム変数群(労働時間、仕事の要求度、健康等)を示す。𝐻𝑖𝑔ℎ𝑂𝑣𝑒𝑟𝑡𝑖𝑚𝑒𝑖は、事前期に個人 i が自身

の属する猶予業職種における上限規制のラインを超えて働いていた場合に 1 を取る処置群を示す

ダミー変数である。𝑃𝑜𝑠𝑡𝑡は調査 Wave が上限規制導入後の Wave4,5,6 期のいずれかの場合に 1

を取るダミー変数である。𝜇𝑖は個人の固定効果項を示し、𝛿𝑡は調査 Wave の固定効果項を示す。𝜖𝑖𝑡

は誤差項を示す。調査 Wave が複数存在するため、二元固定効果(TWFE: two way fixed effect)

形式の DID となっている。αによって ATT を推定することができる。標準誤差については、個

人内の時系列相関を考慮するため、回答者個人についてクラスター化した(Angrist & Pischke, 

2009; Cameron & Miller, 2015; Rogers, 1994)。 

上記[1]の識別戦略において、パラメータαが ATT を示すためには、上限規制の導入が無かっ

た場合の処置群の変動を統制群の変動で代替できるという反実仮想の仮定が妥当である必要があ

る。そのため、事前期において共通トレンドの仮定を違反していないかを確認する必要がある。ま

た、上限規制の効果は導入直後には強いがその後は弱まるといったように、効果の大きさが動的に

推移することも考えられる。これら 2 点を確認するため、上限規制の導入直前時点を基準に規制

の導入からの相対期間を定義して、調査 Wave を通じた処置効果の推移を推定する以下のイベン

トスタディー(Miller, 2023)を実施した。 

𝑌𝑖,𝑡 = 𝜇𝑖 + 𝛿𝑡 + ∑ 𝛽𝑝𝐿𝑒𝑎𝑑𝑡
𝑝

× 𝐻𝑖𝑔ℎ𝑂𝑣𝑒𝑟𝑡𝑖𝑚𝑒𝑖

3

𝑝=2

+ ∑ 𝛾𝑔𝐿𝑎𝑔𝑡
𝑔

× 𝐻𝑖𝑔ℎ𝑂𝑣𝑒𝑟𝑡𝑖𝑚𝑒𝑖

2

𝑔=0

+ 𝜖𝑖𝑡  [2] 

ここでは、サブスクリプトの i,t、変数の Y と𝐻𝑖𝑔ℎ𝑂𝑣𝑒𝑟𝑡𝑖𝑚𝑒、固定効果項の𝜇𝑖 , 𝛿𝑡、誤差項の𝜖𝑖𝑡の定

義は[1]式と同様である。スーパースクリプトの p,g は、上限規制の導入時期の Wave4 からの相

 
13 建設業では時間外労働の上限として原則月 45 時間が設定される一方で、自動車運転業務従事者では特別則に

おいて年間 960 時間(単月平均 80 時間)の上限規制が適用されることから、本研究ではこれらの規制水準との対

応を踏まえ、両業職種で異なる週 50 時間以上および週 60 時間以上をそれぞれ閾値に用いて処置群を定義した。

週 50 時間以上を閾値とする建設業の処置群には、「50 時間以上 55 時間未満」「55 時間以上 60 時間未満」「60

時間以上」と回答した者を含む。「50 時間以上 55 時間未満」の中央値（52.5 時間）は、法定労働時間である週

40 時間を差し引くと月約 50 時間の時間外労働に相当する。週 60 時間以上を閾値とする自動車運転業務従事者

の処置群には「60 時間以上」の回答者のみが含まれるが、この労働時間を 62.5 時間相当とみなすと、月約 90

時間の時間外労働に相当する。 
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対期間を示す。𝐿𝑒𝑎𝑑𝑝は調査 Wave が Wave4 から p 期前であることを示すダミー変数で、𝐿𝑎𝑔𝑔

は調査Waveが処置タイミングからg期後であることを示すダミー変数である。𝛽𝑝と𝛾𝑔は各Wave

への処置効果を示す。時間外労働の上限規制の導入前に共通トレンドの仮定が成り立つ場合、事前

期の係数値𝛽𝑝は 0 に近い値を取るはずである。本研究では、事前期の係数値が統計的に有意に 0

と異ならない場合に、共通トレンドの仮定を違反しておらず、[1]式の𝛼を ATT と解釈可能だと考

える。 

上記の推定に加え、結果の頑健性を確認するために以下の 4 通りの分析を実施した。第 1 に、

アンバランスパネルを利用すると各 Wave の分析サンプルに登場する個人が異なることによって

推定結果が汚染されてしまっている可能性を考慮し、バランスドパネルにおいて同様の推定を実

施した。第 2 に、𝐻𝑖𝑔ℎ𝑂𝑣𝑒𝑟𝑡𝑖𝑚𝑒の定義として建設業と自動車運転業務従事者とで異なる閾値を採

用していたが、閾値のずれは、閾値から見て限界的な 1 時間の価値を変動させてしまっている可

能性が考えられる。この懸念を考慮するため、両業職種間で共通の閾値として週 50 あるいは 60

時間以上を採用したケースでの結果の頑健性を検討した。第 3 に、TWFE では処置の発生タイミ

ングにずれが存在するか効果量が経年で動的に変動する場合において、推定量にバイアスが生じ

る可能性が指摘されている。本研究では前者の懸念は生じないが、後者には該当する可能性があ

る。そのため、Wooldridge (2021, 2023)の提案したこのような状況を考慮した Staggered 

DID による推定を行った。第 4 に、追跡調査の過程で調査からの脱落が起きていることに伴うバ

イアス(attrition bias)に対処するため、調査の継続確率の逆確率を推定のウェイト(IPW: 

inverse probability weight)に用いて推定した。これにより、健康な労働者ほど追跡調査に残

りやすいという、いわゆる healthy worker effect (Li and Sung 1999)というバイアスに本

研究結果が頑健かを確認した。 
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5 結果 

5.1 記述統計 

表 1 は、規制の事前期における処置群と統制群の個人属性と労働時間の記述統計量を示してい

る。顕著な群間の違いとして、女性の比率が統制群では 32%であるのに対して、処置群では 9%

であることが確認された。それ以外の観察可能な属性は両群の間で概ね似通っている。処置群の週

当たり平均労働時間が統制群よりも 15.54 時間長いのは、先述のように規制導入前の長時間労働

の有無により群分けを行ったためであり、処置群において週 50 時間(建設業)や 60 時間(自動車

運転業務従事者)を超える長時間労働を行う労働者が多いことを反映している。規制導入前後の労

働時間の分布を比較すると、規制の導入後、処置群において週 50 時間以上の労働時間を回答した

労働者は減少したことが確認された(Appendix 図 A.1 参照)14。 

図 1 は、処置群と統制群の平均労働時間の推移を示している。回帰モデルによる個人および時

点固定効果の調整前の記述的に見た週当たり平均労働時間は、処置群については微減傾向である

が、統制群については微増傾向であることが確認された。したがって、共通トレンドの仮定が成立

するかを慎重に確認することが重要である。 

 

表 1: 上限規制の事前期(Wave1-3)における処置群と統制群の個人属性と労働時間 

 

注: 平均値、及び括弧内に標準偏差を示している。労働時間は、5 時間刻み１４区分の選択肢(0 時間、0 時間超-5

時間未満、…、55 時間以上-60 時間未満、60 時間以上)の中央値により連続値化している。ただし、「0 時間」

には 0 時間、「60 時間以上」には 62.5 時間を割り当てている。 

 
14 労働時間の分布を見ると、週 15 時間未満、とりわけ 5–10 時間の回答が多い(Appendix 図 A.1 参照)。その

理由として、本来は週あたり労働時間を回答すべきところを、回答者が誤って 1 日あたりの労働時間を回答した可

能性が疑われる。その場合、規制導入前後の労働時間の変化が観察されにくくなり、規制の効果を過小評価する可

能性があることに留意が必要である。本稿では頑健性チェックとして、労働時間が全調査期間を通じて週 30 時間

以上の労働者に限定した分析も行っているが、5.2 節で示すように規制の導入による労働時間の減少効果はフル

サンプルと同様に確認される(ただし、係数値の大きさは変化する)。他のアウトカムも一部を除きフルサンプルと

概ね同様の結果を得ている。したがって、仮に測定誤差が存在しても本研究の主要な分析結果への影響は限定的で

あると考えられる。 
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図 1: 処置群と統制群の平均労働時間の推移 

注: 労働時間は、5 時間刻み１４区分の選択肢(0 時間、0 時間超-5 時間未満、…、55 時間以上-60 時間未満、

60時間以上)の中央値により連続値化している。ただし、「0時間」には 0時間、「60時間以上」には 62.5時間

を割り当てている。破線は時間外労働の上限規制のタイミングを示し、それより右側は導入後の効果、左側は事

前期の効果を示す。 

 

5.2 DIDによる上限規制の効果検証 

5.2.1 労働時間と仕事の要求度に対する効果の推定 

まず、図 2 は、法規制が順守され、実際にサンプルに含まれる労働者の労働時間が減少したの

かを確認するために、(A)自己申告の週労働時間をアウトカムとした[2]式のイベントスタディー

の結果を示している。図 2-(a)は週の労働時間、図 2-(b)は週 60 時間以上労働をしたことを示す

ダミー変数をアウトカムに利用した。上限規制の導入前に着目すると、図 2-(b)では上限規制の導

入 3 期前にあたる 2023 年 1 月における点推定値に 5%水準でゼロとの統計的有意差が確認され

たものの、図 2-(a)では３時点すべてにおいて統計的有意差は確認されなかった。そのため、事前

期の共通トレンドの仮定の違反は軽微であると考える。上限規制の導入後に着目すると、図 2-(a)

では導入直後の 2024 年 7 月(相対期 0)には統計的有意差は確認されないが、その後は統計的に

有意に負の効果が確認された。図 2-(b)では、全事後期に統計的に有意に負の効果が確認された。

したがって、図 2(a),(b)の形状が似通っていることから、規制の導入による労働時間の減少効果

は存在すると言え、特にその効果は週 60 時間以上働く人の割合を減らすことに起因することが示

唆された。 



 

－13－ 

 

図 2: (A)労働時間に関するアウトカム変数のイベントスタディー推定 

注: 労働時間の回答「0 時間」を 0時間とし「60 時間以上」を 62.5 時間とし、その他の 5時間区分の選択肢は中

央値(例.5 時間以上 10 時間未満は 7.5 時間)とした。推定にあたって、共変量は個人と調査 Wave の固定効

果を利用した。2024 年 7 月の調査第 4 期目を相対期 0 とした[2]式による推定結果であり、(a)は週の労働

時間数をアウトカム、(b)は週 60 時間以上の労働者のダミー変数をアウトカムとした結果であり、点推定値と

95%信頼区間がプロットされている。破線は時間外労働の上限規制のタイミングを示し、それより右側は導入後

の効果、左側は事前期の効果を示す。標準誤差は個人に対してクラスタリングされている。 

 

次に、図 2 で示された労働時間への減少効果の存在から、実行すべき仕事の量は変わらずに労

働時間のみが減り、労働者の単位時間当たりの労働密度が濃くなる可能性が考えられる。これを検

証するために、図 3 は(B)仕事の要求度をアウトカムとしたイベントスタディーの結果を示してい

る。図 3-(a)は量的、図 3-(b)は質的な仕事の要求度をアウトカムに利用した。上限規制の導入前

後の全期間において点推定値は 0 から大きく乖離してはおらず、統計的有意差も確認されなかっ

た。したがって、労働者の主観的認識においては上限規制の導入により労働者の単位時間当たりの

労働密度を濃くする(仕事の要求度を高くする)効果は存在しない可能性が考えられた。 
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図 3: (B)仕事の要求度に関するアウトカム変数のイベントスタディー推定 

注: 2024 年 7 月の調査第 4 期目を相対期 0 とした[2]式による推定結果であり、(a)は量的な仕事の要求度、

(b)は質的な仕事の要求度をアウトカムとした結果であり、点推定値と 95%信頼区間がプロットされている。い

ずれも、アウトカムが大きいほど仕事の要求度が低いことを示す。破線は時間外労働の上限規制のタイミングを示

し、それより右側は導入後の効果、左側は事前期の効果を示す。標準誤差は個人に対してクラスタリングされてい

る。 

 

表 2 は、先の図 2 と 3 の結果を、各期への効果をプールする式[1]の DID で検証したときの

ATT の推定結果を示している。表中の N の下の記述は、推定に利用したサブサンプルを示す。図

2 と 3 で示された通り、(A)週労働時間については統計的に有意な減少効果が示されたが、(B)仕

事の要求度については統計的有意差が確認されなかった。これらの結果は各サブサンプルによる

推定に対しても頑健であった。フルサンプル及び 2 つのサブサンプルの計 3 つの点推定値の下限

に着目して各アウトカムに対する上限規制の効果を解釈すると、上限規制の導入は、統制群の労働

者と比較して、事前期に 1 度以上上限規制の閾値を超えるような働き方をしていた処置群の労働

者の週の労働時間を約 3 時間減少させ、週 60 時間以上働く労働者を約 14%減少させる効果を持

つことが示された。週の労働時間に対する減少効果は、フルタイム相当の週 30 時間以上の労働者

のサブサンプルでは他より小さいため、効果の大きさの解釈には一定の留保が必要である。それで

もなお、このサブサンプルにおいても統計的有意差は存在することから、規制による労働時間の減

少効果は頑健であったと言える。 
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表 2: 労働時間と仕事の要求度の DID 推定 

 

注: [1]式によりアウトカム(A)労働時間と(B)仕事の要求度について推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示し

ている。標準誤差は個人に対してクラスタリングされている。N の下のサブサンプルに関する記述は、推定に際し

てのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない(1),(4),(7),(10)は絞り込みの無いサンプルを利用した

結果である。統計的有意性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 

 

5.2.2 労働者の健康とウェルビーイングに対する効果の推定  

次に、ここまでに示された労働時間への減少効果を媒介して規制が影響を与えることが期待さ

れる健康とウェルビーイングに対する影響を検討する。図 4 と 5 は、(C)主観的評価尺度に基づ

く健康状態と(D)主観的なウェルビーイングをアウトカムとしたイベントスタディーの結果をそ

れぞれ示している。図 4-(a)は精神的健康状態として K6 スコア、図 4-(b)は身体的健康状態と

して SSS8 をアウトカムに利用している。いずれも値が大きいほど健康状態が悪いことを示す。

また、図 5(a)は主観的幸福感、図 5(b)は生活満足度、図 5(c)は仕事の満足度、図 5(d)はワー

ク・エンゲージメントをアウトカムに利用している。これらは値が大きいほどウェルビーイングが

良好なことを示す。健康状態に関する図 4(a),(b)より、上限規制の導入後に両指標の一時的な減

少傾向、すなわち健康状態の改善傾向がみられるものの、いずれのアウトカムも上限規制の導入前

後を含む全期間において統計的有意差は確認されなかった。また、ウェルビーイングに関する図 5

より、(a),(b),(d)では上限規制の導入前後の全期間において統計的に有意な効果が確認されず、

係数値も事前事後期ともに 0 近辺で安定的に推移していた。他方、図 5-(c)に示す仕事の満足度

は、統計的に有意な増加効果が規制導入の半年過ぎ後の 2025 年 1 月に確認された。 

表 3 は、図 4 と 5 の各期への効果をプールして導出される DID による ATT を示している。図

5 では仕事の満足度に対して統計的に有意な正の効果が 2025 年１月に確認されているが、DID

では(14)正社員サブサンプルのみ統計的有意差が確認され、(13)の全サンプルと(15)の 30 時間
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以上の労働者サンプルでは有意な結果が確認されていない。これらの結果から、規制の導入は正社

員の仕事の満足度を改善させたことが示唆されるものの、規制導入後の 3 期間をプールするとフ

ルサンプルでは効果が見られないほか、30 時間以上のサブサンプルでも効果が確認されないこと

から、ウェルビーイングを改善させる効果は総じて限定的であったと言える。 

 

 

図 4: (C)健康状態に関するアウトカム変数のイベントスタディー推定 

注: 2024 年 7 月の調査第 4 期目を相対期 0 とした[2]式による推定結果であり、(a)は精神的な健康状態と関

連する k6 スコア、(b)は身体的健康と関連する SSS8 尺度をアウトカムとした結果であり、点推定値と 95%信

頼区間がプロットされている。いずれも、アウトカムが大きいほど健康状態が悪いことを示す。破線は時間外労働

の上限規制のタイミングを示し、それより右側は導入後の効果、左側は事前期の効果を示す。標準誤差は個人に

対してクラスタリングされている。 
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図 5: (D)主観的ウェルビーイングに関するアウトカム変数のイベントスタディー推定 

注: 2024 年 7 月の調査 4 期目を相対期 0 とした[2]式による推定結果であり、(a)は主観的な幸福感、(b)は

生活満足度、(c)は仕事の満足度、(d)はワーク・エンゲージメントとした結果であり、点推定値と 95%信頼区間

がプロットされている。いずれも、アウトカムが大きいほどウェルビーイングが高いことを示す。破線は時間外労働

の上限規制のタイミングを示し、それより右側は導入後の効果、左側は事前期の効果を示す。標準誤差は個人に

対してクラスタリングされている。 
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表 3: 健康とウェルビーイングの DID 推定 

 
注: [1]式によりアウトカム(C)健康状態と(D)主観的ウェルビーイングについて推定した ATT(点推定値)と標準誤

差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされている。N の下のサブサンプルに関する記述は、推

定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない(1),(4),(7),(10),(13),(16)は絞り込みの無い

サンプルを利用した結果である。統計的有意性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 

 

5.2.3 夜勤および不規則勤務状況に対する効果の推定  

規制は労働時間を抑制する以外に、働き方改革関連法という名称の通り、深夜勤務や不規則な勤

務を減らすなど労働時間以外の働き方の側も改善させた可能性が考えられる。これを検証するた

めに、図 6 は(E)夜勤および不規則勤務をアウトカムとしたイベントスタディーの結果を示してい

る。図 6-(a)では深夜勤務の実施状況、図 6-(b)では不規則勤務の状況をアウトカムに利用した。

図 6-(a)について、2023 年 1 月期に統計的有意差が確認された上、その点推定値は事後期の微

減傾向を示す点推定値よりも大きかったことから、事前期の共通トレンドの仮定の違反が疑われ

た。また、図 6-(a),(b)のいずれも事後期に統計的有意差のある効果は確認されなかったものの、
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点推定値は負の効果を示していた。 

表 4 は、図 6 の各期への効果をプールして導出される DID による ATT を示している。表 4 で

は、統計的に有意な負の効果が深夜勤務(1%水準)と不規則勤務(10%水準)のいずれについても確

認され、これらの効果は異なるサブサンプルに対しても頑健であった。図 6 の結果と併せて考察

すると、これらのアウトカムへの効果の有無については明言が難しい。Appendix 図 A.2 は、表

4 同様にサブサンプル毎に図 6 のイベントスタディーを実施している。(a)の深夜勤務について

は、共通トレンドの仮定を違反している可能性を否定できなかった。(b)の不規則勤務については、

いずれのサブサンプルで見ても頑健に事前の共通トレンドの仮定を違反している可能性は低かっ

たものの、各期効果で明確な負の効果は示されていなかった。 

 

 

図 6: (E)夜勤および不規則勤務の頻度に関するアウトカム変数のイベントスタディー推定 

注: 2024 年 7 月の調査第 4 期目を相対期 0 とした[2]式による推定結果であり、(a)は深夜勤務の実施頻度、

(b)は不規則勤務の該当状況であり、点推定値と 95%信頼区間がプロットされている。いずれも、アウトカムが

大きいほどウェルビーイングが高いことを示す。破線は時間外労働の上限規制のタイミングを示し、それより右側

は導入後の効果、左側は事前期の効果を示す。標準誤差は個人に対してクラスタリングされている。 
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表 4: 深夜勤務と不規則勤務の頻度の DID 推定 

 

注: [1]式によりアウトカム(E)夜勤および不規則勤務について推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。

標準誤差は個人に対してクラスタリングされている。N の下のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブ

サンプルの利用状況を示している。〇のない(1),(4)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計的

有意性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 

 

5.2.4 希望労働時間と実労働時間との乖離に対する効果の推定  

最後に、時間外労働の上限規制は、希望する労働時間と比べて長く働いていた労働者の比率を下

げ、希望と実際の労働時間の乖離を小さくした可能性が考えられる。一方で、長時間の残業が生活

を支えているような状況の場合には、希望労働時間と比べて過少に働く労働者比率を上昇させた

可能性も考えられる。このような状況が生じたかを検証するため、図 7 は(F)希望労働時間と実労

働時間との乖離に関する変数群をアウトカムとしたイベントスタディーの結果を示している。図

7-(a)は実労働時間が希望労働時間を超えている過剰労働状態、図 7-(b)は希望と実労働時間が一

致した適切労働状態、図 7-(c)は希望の労働時間に対して実労働時間が足りない過少労働状態を

示すダミー変数をそれぞれアウトカムとしている。図 7-(d)は希望と実労働時間との乖離の連続

値をアウトカムとしている。希望労働時間は Wave2 の 2023 年 7 月より尋ねられるようになっ

た項目であるため、他の変数とは異なり2023年 1月期の推定値を確認することができなかった。 

図 7 の全アウトカムにおいて、上限規制の導入直前期に関して統計的有意差は確認されなかっ

た。事後期について、図 7-(d)の連続値で見た希望と実労働時間乖離を約 4 時間増加させた。

Appendix 表 A.2 の示すように、事前期において処置群では希望労働時間に対して実労働時間が

平均約 6.6 時間長かった。したがって、その乖離を 0 に近づけるような効果が存在することを示

している。他方で、他の過剰・適切・過少労働ダミー変数については各年では有意な効果は確認さ

れなかった。しかし、各アウトカムの事後期の係数値の符号は安定的に推移しており、過剰労働状

態を減らし、適切および過少労働状態を増やす方向の効果が確認されたと言える。 

表 5 は、図 7 の各期への効果をプールして導出される DID による ATT を示している。希望と

実労働時間の乖離について、全サンプルを用いた(1),(4),(7),(10)では統計的に有意に図７と同様

の方向の効果が確認された。また、正社員サブサンプルを用いた(2),(5),(8),(11)では、(5)の適

切労働状態を除いて統計的に有意な効果が確認された。しかし、週 30 時間以上で働き続けるフル

タイム相当のサブサンプルを用いた(3),(6),(9),(12)では、係数値の符号は図７と同一であった
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が統計的有意差が確認されず、係数値も 0 に近い値となった。これらの結果は、フルタイムで働

き続ける人々にとっては希望と実労働時間の乖離を変えるほどの効果が十分になかった可能性を

示唆している。先に示した表 2 の結果から規制の導入が労働時間を減少させたことが確認された

が、30 時間以上で働く労働者の労働時間の減少幅はフルサンプルと比べて小さかったことも踏ま

えれば、整合的な結果であると言える。 
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図 7: (F)希望と実労働時間の乖離状況のイベントスタディー推定 

注: 2024 年 7 月の調査第 4 期目を相対期 0 とした[2]式による推定結果であり、(a),(b),(c)は当該状態を示

すダミー、(d)は希望と実労働時間との乖離の連続値をアウトカムとしており、点推定値と 95%信頼区間がプロ

ットされている。連続値で見た処置群の乖離の平均値は負であり、(d)の正の効果はその乖離を 0 に近づける。

破線は時間外労働の上限規制のタイミングを示し、それより右側は導入後の効果、左側は事前期の効果を示す。

標準誤差は個人に対してクラスタリングされている。 
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表 5: 希望と実労働時間の乖離状況の DID 推定 

 

注: [1]式によりアウトカム(F)希望と実労働時間の乖離状況への効果について推定した ATT(点推定値)と標準誤

差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされている。N の下のサブサンプルに関する記述は、推

定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない(1),(4),(7),(10)は絞り込みの無いサンプルを

利用した結果である。統計的有意性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 

 

5.3 結果の頑健性の検討 

本節では、表 2～5 に示したここまでの結果の頑健性を検討する。ここでは 4 通りの方法によ

り頑健性の検証を行っており、それぞれの結果は Appendix に掲載している。また、表 6 と表

A.8 はそれらの結果を要約している。 

第１に、Appendix 表 A.3.1-2 は、継続回答者にサンプルを制限したバランスドパネルデータ

による分析結果を示している。第２に、Appendix 表 A.4.1-2 および表 A.5.1-2 は、処置群を

定義する時間外労働時間の閾値が建設業(週 50 時間以上(月 40 時間相当))と自動車運転業務従事

者(週 60 時間以上(月 80 時間相当))で異なっていた閾値を、両群で共通とした場合の結果であ

る。一般に、閾値を高く設定するほど処置群における労働状況の改善余地が大きくなるため、推定

される効果量も大きくなる傾向が推察される。そのため、ここでは両猶予業種ともに「週 60 時間

以上(月 80 時間以上に相当)」、あるいは「週 50 時間以上(月 40 時間以上に相当)」の時間外労働

を閾値に処置群を再定義した。第３に、Appendix 表 A.6.1-2 は、Wooldridge (2021, 2023)

の TWFE の修正手法による推定結果を示している。第４節で述べたように、TWFE では処置の発

生タイミングにずれが存在するか効果量が経年で動的に変動する場合において推定量にバイアス

が生じる可能性が指摘されているが、ここでは本研究で懸念される後者の問題に対処する。第４

に、Appendix 表 A.7.1-2 は、調査からの回答者の脱落を考慮するために、調査の継続確率の
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IPW により重み付けした推定結果を示している15。 

これらの頑健性の確認を行った分析結果と表 2～5 のメインの結果との間でどのように係数値

の符号とその統計的有意性が異なるかをまとめて示したのが表 6 であり、その係数値の大きさの

詳細まで示しているのが Appendix 表 A.8 である。メインの分析結果と多くの頑健性の確認結

果において符号と統計的有意性が同じである場合、推定結果は頑健であると判断できる。表 6 お

よび表 A.8 を確認すると、大多数の項目において係数の大きさおよび統計的有意性はメインの分

析と同様の傾向を示しており、本研究の主要な結果は概ね頑健であることが確認された。 

ここで、先に提示したメインの分析結果とのずれのあった点について述べる。まず、仕事の満足

度に対する効果はメインの表 3 では結果が頑健でない可能性を指摘した。しかし、表 6 の頑健性

の検討結果から、週 30 時間以上のフルタイムで働き続けるサブサンプル以外については、仕事の

満足度の上昇効果がある程度の頑健性をもって存在する可能性が示唆された。Burdin et al. 

(2025) において、時間外労働の上限規制が女性においてのみウェルビーイングの向上に繋がる

可能性が示されている。一方、本研究の 30 時間以上のフルタイムで働き続けるサブサンプルには

男性が多く含まれており、男性サブサンプルの状況に近かった可能性があることを踏まえれば、こ

のサブサンプルでウェルビーイングの向上効果が確認されなかったことは、Burdin et al. 

(2025)の結果と整合的である可能性が考えられた。 

次に、深夜勤務の実施については一部の分析で統計的に有意な結果が得られなくなり、頑健性が

弱めである。さらに、深夜勤務の実施についてはメインのイベントスタディーの図 6 で示したよ

うに、事前の共通トレンドの仮定を違反している可能性も存在していた。また、不規則勤務状況に

ついても一部の分析で有意な効果が確認されるものの、頑健性が弱い可能性が示唆された。したが

って、夜勤および不規則勤務の側面に対して時間外労働の上限規制導入が及ぼした効果の存在を

明言することは困難であった。 

  

 
15 IPW を得るための調査の継続確率は、各期の調査回答有りのダミー変数を、地域、就業形態、性別、大卒か否

か、業種、労働時間とその二乗項、年齢とその二乗項にロジスティック回帰をして推定した。 
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表 6: 頑健性の確認結果のまとめ 

 
注: 表 2～5 と Appendix 表 A.3-A.7 の推定結果の統計的有意性の有無とその符号を示している。統計的有意

性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 として示す。色が濃いほど有意水準が高いことを示しており、緑は

正の効果、青は負の効果を示している。無記載の部分は、統計的有意性が確認されていない部分となる。表下部

はサンプルのサブサンプル絞り込み等に関する記述であり、その列の解析が該当するサンプルの構成を示してい

る。 

 

5.4 追加的な分析結果 

ここまでの議論において、上限規制の導入により労働時間の減少が頑健に確認され、仕事の満足

度にも一定の増加効果が存在した可能性を指摘してきた。労働時間の短縮を試みる法改正の効果

を労働者レベルで検証した先行研究において、法改正後も月収等の所得が同水準に支払われてい

るのかという点は大きな関心事となっている。本節では、データの制約が非常に大きいという留保

があるものの、所得の状況について追加的に検討を行った。 

Appendix 表 A.9 および図 A.3 は、月収と時給をアウトカムとして[1],[2]式による効果の推

定結果を示している。図 A.3 から、両アウトカムに対して事前期の共通トレンドの仮定を違反す

る可能性は低いこと、2025 年 7 月期に時給への効果が有意に正であることが確認された。また、

表 A.9 より月収には有意な効果が確認されないが、時給については 30 時間以上働き続けている

労働者のサブサンプルでは有意な上昇が確認された。 

月収と時給の結果をそのまま解釈すると、規制によって労働時間が減少しても時給上昇効果が
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あり、月収が維持された可能性が示唆される。この結果は、同様の発見をしている Kawaguchi 

and Ogawa (2026)の結果と整合的である可能性が考えられた。しかし、次の理由から本研究の

結果はあくまでも参照程度であることに十分に注意されたい。まず、月収は区分値での回答である

ため、ここでは各選択の中央値を用いて連続値化し、それを対数変換した値をアウトカムとして利

用した。時給は、月収の中央値を、週当たりの労働時間の中央値で連続値化した値を 4 倍して得

た月あたり労働時間で割って導出した。このように、月収と時給のいずれも区分値を連続値に換算

したものであるため、それらの値は粗い。特に、時給の計算では、月収と労働時間の 2 つの区分

値回答の連続値化を行っていることに加え、労働時間を週あたりから月あたりの値に変換する必

要があることから、非常に精度の低い値にならざるを得ない。また、本研究の分析対象である

N=4,392 の建設業および自動車運転業務従事者の全分析サンプルのうち、月収について「わから

ない」「答えたくない」と回答したのは N=944 であり、サンプルの 21.5%を占めていた。この

ことは、月収をそもそも答えるか否かに選択バイアスが存在する可能性が考えられる。このよう

に、所得に関する回答は非常に留保が大きい。労働時間の規制の効果検証の文脈上では所得や賃金

は主要なアウトカムであるため、本研究においてもこれらの分析を示したが、結果の解釈には注意

が必要である。 

 

6 結論 

2018 年に成立した働き方改革関連法に基づく時間外労働の上限規制は、2019 年および 2020

年に導入された際、一部業職種においては適用が猶予されていた。2024 年にこの猶予期間が終了

し、これらの業職種に対しても同規制が導入された。本研究では、猶予業職種のうち建設業および

自動車運転業務従事者で働き続ける労働者を対象に、この時間外労働の上限規制が、労働者の働き

方、健康、およびウェルビーイングにどのような影響を与えたのかを、労働者レベルのパネルデー

タである JILLS-i を用いて検証した。 

分析の結果、時間外労働の上限規制は労働時間を統計的に有意に減少させたこと、および週 60

時間以上の極端な長時間労働を行う労働者の割合を減少させたことが示された。また、一部の労働

者においては仕事の満足度向上に寄与した可能性が示唆された。さらに、わずかに過少労働状態を

増やしつつ、過剰労働状態を適切労働状態に移行させた可能性を示したとともに、フルタイム労働

者においてはこのような希望労働時間からの乖離と仕事の満足度の改善効果は限定的であった可

能性を示唆する結果を得た。一方で、その他の健康やウェルビーイング、あるいは夜勤や不規則勤

務といった勤務形態に対しては明確な効果は確認されなかった。なお、本研究の主たる結果は各種

の頑健性確認においても支持されている。 

本研究の限界点および今後の課題として、以下の事項が挙げられる。本研究は個人レベルのデー

タのみを解析しているため、事業所データを対象とした先行研究(Asai et al., 2024)が関心を寄

せる、ワークシェアリング等による雇用増加の可能性を検証できていない。また、Burdin et al. 

(2025) は、2020 年の上限規制導入時に、男性において賃金支払いのある時間外労働の減少を
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相殺する形でいわゆるサービス残業が増加したことを報告している。しかし、本研究で用いた

JILLS-i には該当する情報が含まれないため、猶予業職種において同様の現象が発生したかは確

認できていない。また、減少した労働時間を個人がどのように振り分けたのかという点や、どのよ

うな属性の個人において法改正の影響が大きく表れたのかという異質性の検討はできていない。

さらに、制度的な交絡要因として、(1)2023 年 4 月の中小企業における時間外労働の割増賃金率

の引上げ(60 時間以上の月の時間外労働に対して 1.25→1.50 倍以上に上昇)、(2)2024 年 4 月

適用の運転業務従事者に対する改善基準告示(総拘束時間規制)、(3)「働き方改革推進支援助成金」

等の上限規制対応を促進する助成金制度、の 3 点が挙げられる。このため、2024 年 4 月を境と

する本研究の推定効果の一部が、これらの制度的要因に起因する可能性は否定しきれない。例え

ば、図 2-(b)において 2023 年 1 月に 60 時間以上の労働実施割合に有意差が生じているのは、

同年 4 月の割増賃金率引上げの影響とも考えられる。しかし、同図において 2023 年 7 月と 2024

年 1 月の傾向は安定的である。加えて、改善基準告示による拘束時間規制が原則月 284 時間(最

大 310 時間)であるのに対し、時間外労働の上限規制に基づく月換算の規制ラインは約 240 時間

相当である。これらの事実を踏まえ、本研究では、2024 年 7 月以降に労働時間を変動させた主

要因は「時間外労働の上限規制」であったと解釈している。 

本研究には上記のような留保は存在するものの、猶予業職種のうち建設業および自動車運転業

務従事者に注目し、労働時間の上限規制が主たる政策目的である労働時間の削減を達成したのか

を検証したことに加え、健康やウェルビーイング、さらには仕事の要求度や勤務時間帯、希望労働

時間を含む広義の働き方への影響に至るまで包括的に検証したという点で、既存研究や日本の政

策評価に対して貢献したと言える。 
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Appendix 

表 A.1: 自動車運転業務従事者の職種の詳細と解析データ(Wave1-6)内のサンプル数 

 

注: 1-6期のうち 1期の 1名が建設業かつドライバーを選択していた。ただし、経年を通じて建設業者であったことか

ら、当該回答者は建設業者に分類した。 
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表 A.2: 事前期(Wave2,3)における希望と実労働時間の乖離状況 

 

注：「過剰労働状態」、「適切労働状態」、「過少労働状態」はダミー変数、「希望労働時間-実労働時間」は連続変数である。 
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表 A.3.1: 頑健性の確認(バランスドパネル) 

 
注: [1]式により推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされてい

る。N の下のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない

(1),(4),(7),(10),(13),(16),(19),(22),(25),(28)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計

的有意性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 
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表 A.3.2: 頑健性の確認(バランスドパネル) 

 

注: [1]式により推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされてい

る。N の下のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない

(1),(4),(7),(10),(13),(16)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計的有意性統計的有意性は、

* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01として示す。 
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表 A.4.1: 頑健性の確認(両業職種にて事前期に週 60 時間以上を処置群の閾値とした場合) 

 
注: [1]式により推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされてい

る。N の下のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない

(1),(4),(7),(10),(13),(16),(19),(22),(25),(28)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計

的有意性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 
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表 A.4.2: 頑健性の確認(両業職種にて事前期に週 60 時間以上を処置群の閾値とした場合) 

 

注: [1]式により推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされてい

る。N の下のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない

(1),(4),(7),(10),(13),(16)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計的有意性は、* p<0.1,  

** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 
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表 A.5.1: 頑健性の確認(両業職種にて事前期に週 50 時間以上を処置群の閾値とした場合) 

 

注: [1]式により推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされてい

る。N の下のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない

(1),(4),(7),(10),(13),(16),(19),(22),(25),(28)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計

的有意性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 
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表 A.5.2: 頑健性の確認(両業職種にて事前期に週 50 時間以上を処置群の閾値とした場合) 

 

注: [1]式により推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされてい

る。N の下のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない

(1),(4),(7),(10),(13),(16)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計的有意性は、* p<0.1,  

** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 
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表 A.6.1: 頑健性の確認(Staggered DID (Wooldridge 2021, 2023)) 

 

注: 推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされている。N の下

のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない

(1),(4),(7),(10),(13),(16),(19),(22),(25),(28)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計

的有意性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 
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表 A.6.2: 頑健性の確認(Staggered DID (Wooldridge 2021, 2023)) 

 

注: 推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされている。N の下

のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない

(1),(4),(7),(10),(13),(16)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計的有意性は、* p<0.1,  

** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 
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表 A.7.1: 頑健性の確認(Attrition robust IPW) 

 

注: 推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされている。N の下

のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない

(1),(4),(7),(10),(13),(16),(19),(22),(25),(28)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計

的有意性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 
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表 A.7.2: 頑健性の確認(Attrition robust IPW) 

 

注: 推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされている。N の下

のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない

(1),(4),(7),(10),(13),(16)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計的有意性は、* p<0.1,  

** p<0.05, *** p<0.01 として示す。 
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表 A.8: 頑健性の確認結果のまとめ(詳細) 

  

注： [1]式により推定した ATT(点推定値)を示している。統計的有意性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01 と

して示す。表下部はサンプルのサブサンプル絞り込み等に関する記述であり、その列の解析が該当するサンプルの

構成を示している。 
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表 A.9: 月収と時給の DID 推定(補足的検討) 

 
注: [1]式により推定した ATT(点推定値)と標準誤差を示している。標準誤差は個人に対してクラスタリングされてい

る。N の下のサブサンプルに関する記述は、推定に際してのサブサンプルの利用状況を示している。〇のない

(1),(4)は絞り込みの無いサンプルを利用した結果である。統計的有意性は、* p<0.1, ** p<0.05, *** p<0.01

として示す。 

  

所得の状況 (1) (2) (3) (4) (5) (6)

ATT -0.128 -0.157 0.090 501.042 423.666 87.649**

(0.149) (0.165) (0.164) (354.193) (444.657) (40.776)

N 3353 2541 1470 3168 2417 1449

正社員サブサンプル 〇 〇

30時間以上サブサンプル 〇 〇

log(月収+1) 時給 (月収÷(週労働時間×4))



 

－47－ 

 

図 A.1 規制前と規制後の労働時間の分布 

注: 労働時間の回答「0 時間」を 0 時間とし「60 時間以上」を 62.5 時間とし、その他の 5 時間区分の選択肢は中央

値(例.5時間以上 10時間未満は 7.5時間)とした。 
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図 A.2 (E)深夜勤務と不規則勤務の頻度に関するアウトカム変数のイベントスタディー推定(サブサンプル) 

注: 2024 年 7 月の調査 4 期目を相対期 0 とした[2]式による推定結果であり、(a),(c)は深夜勤務の実施頻度、

(b),(d)は不規則勤務の該当状況であり、点推定値と 95%信頼区間がプロットされている。(a)と(b)は正社員サ

ブサンプルにおける推定結果、(c)と(d)は週 30 時間以上で働き続けていることを報告したサブサンプルにおける

推定結果である。いずれも、アウトカムが大きいほど該当の勤務形態の頻度が高いことを示す。破線は時間外労働の

上限規制のタイミングを示し、それより右側は導入後の効果、左側は事前期の効果を示す。標準誤差は個人に対して

クラスタリングされている。 
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図 A.3 所得と時給のイベントスタディー推定(補足的検討)  

注: 2024年 7月の調査 4期目を相対期 0とした[2]式による推定結果であり、(a)は月収+1を対数深夜勤務の実

施頻度、(b),(d)は不規則勤務の該当状況であり、点推定値と 95%信頼区間がプロットされている。(a)と(b)は正

社員サブサンプルにおける推定結果、(c)と(d)は週 30 時間以上で働き続けていることを報告したサブサンプルに

おける推定結果である。いずれも、アウトカムが大きいほど該当の勤務形態の頻度が高いことを示す。破線は時間外

労働の上限規制のタイミングを示し、それより右側は導入後の効果、左側は事前期の効果を示す。標準誤差は個人に

対してクラスタリングされている。 
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